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関 係 法 令 等 

 

 

１ 消費者庁及び消費者委員会設置法（平成21年法律第48号）（抜粋） 

（設置） 

第６条  内閣府に、消費者委員会（以下この章において「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 次に掲げる重要事項に関し、自ら調査審議し、必要と認められる事項を内閣総理大

臣、関係各大臣又は長官に建議すること。 

イ 消費者の利益の擁護及び増進に関する基本的な政策に関する重要事項 

ロ 消費者の利益の擁護及び増進を図る上で必要な環境の整備に関する基本的な政策

に関する重要事項 

ハ～ト （略） 

二～四 （略） 

 

 

２ 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19 年法律第 66 号）（抜

粋） 

（業務）  

第十九条 保険法人は、次に掲げる業務を行うものとする。  

一 （略）  

二 民法第六百三十四条第一項 若しくは第二項 前段又は同法第五百七十条 において

準用する同法第五百六十六条第一項 に規定する担保の責任の履行によって生じた住

宅の建設工事の請負人若しくは住宅の売主の損害又はこれらの規定に規定する瑕疵

若しくは隠れた瑕疵によって生じた住宅の建設工事の注文者若しくは住宅の買主の

損害をてん補することを約して保険料を収受する保険契約（住宅瑕疵担保責任保険

契約を除く。）の引受けを行うこと。  

三～六 （略） 

 

 

３ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）（抜粋） 

（定義）  

第二条 この法律において「建設工事」とは、土木建築に関する工事で別表第一の上欄

に掲げるものをいう。  

２ この法律において「建設業」とは、元請、下請その他いかなる名義をもつてするか

を問わず、建設工事の完成を請け負う営業をいう。  

資料１ 
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３～５ （略） 

 

（建設業の許可）  

第三条 建設業を営もうとする者は、次に掲げる区分により、この章で定めるところに

より、二以上の都道府県の区域内に営業所（本店又は支店若しくは政令で定めるこれ

に準ずるものをいう。以下同じ。）を設けて営業をしようとする場合にあつては国土

交通大臣の、一の都道府県の区域内にのみ営業所を設けて営業をしようとする場合に

あつては当該営業所の所在地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならな

い。ただし、政令で定める軽微な建設工事のみを請け負うことを営業とする者は、こ

の限りでない。  

一  建設業を営もうとする者であつて、次号に掲げる者以外のもの  

二  建設業を営もうとする者であつて、その営業にあたつて、その者が発注者から直

接請け負う一件の建設工事につき、その工事の全部又は一部を、下請代金の額（そ

の工事に係る下請契約が二以上あるときは、下請代金の額の総額）が政令で定める

金額以上となる下請契約を締結して施工しようとするもの 

２～６ （略） 

 

第八条 国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を受けようとする者が次の各号のいず

れか（許可の更新を受けようとする者にあつては、第一号又は第七号から第十一号ま

でのいずれか）に該当するとき、又は許可申請書若しくはその添付書類中に重要な事

項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、許可

をしてはならない。  

一 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの  

二 第二十九条第一項第五号又は第六号に該当することにより一般建設業の許可又は

特定建設業の許可を取り消され、その取消しの日から五年を経過しない者  

三 第二十九条第一項第五号又は第六号に該当するとして一般建設業の許可又は特定

建設業の許可の取消しの処分に係る行政手続法 （平成五年法律第八十八号）第十五

条 の規定による通知があつた日から当該処分があつた日又は処分をしないことの決

定があつた日までの間に第十二条第五号 に該当する旨の同条 の規定による届出を

した者で当該届出の日から五年を経過しないもの  

四 前号に規定する期間内に第十二条第五号に該当する旨の同条の規定による届出が

あつた場合において、前号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人の役員若

しくは政令で定める使用人であつた者又は当該届出に係る個人の政令で定める使用

人であつた者で、当該届出の日から五年を経過しないもの  

五 第二十八条第三項又は第五項の規定により営業の停止を命ぜられ、その停止の期

間が経過しない者  

六 許可を受けようとする建設業について第二十九条の四の規定により営業を禁止さ
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れ、その禁止の期間が経過しない者  

七 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けるこ

とがなくなつた日から五年を経過しない者  

八 この法律、建設工事の施工若しくは建設工事に従事する労働者の使用に関する法

令の規定で政令で定めるもの若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律 （平成三年法律第七十七号）の規定（同法第三十二条の二第七項 の規定を除

く。）に違反したことにより、又は刑法 （明治四十年法律第四十五号）第二百四

条 、第二百六条、第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百四

十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）の罪

を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の

執行を受けることがなくなつた日から五年を経過しない者  

九 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各

号のいずれかに該当するもの  

十 法人でその役員又は政令で定める使用人のうちに、第一号から第四号まで又は第

六号から第八号までのいずれかに該当する者（第二号に該当する者についてはその

者が第二十九条の規定により許可を取り消される以前から、第三号又は第四号に該

当する者についてはその者が第十二条第五号に該当する旨の同条の規定による届出

がされる以前から、第六号に該当する者についてはその者が第二十九条の四の規定

により営業を禁止される以前から、建設業者である当該法人の役員又は政令で定め

る使用人であつた者を除く。）のあるもの  

十一 個人で政令で定める使用人のうちに、第一号から第四号まで又は第六号から第

八号までのいずれかに該当する者（第二号に該当する者についてはその者が第二十

九条の規定により許可を取り消される以前から、第三号又は第四号に該当する者に

ついてはその者が第十二条第五号に該当する旨の同条の規定による届出がされる以

前から、第六号に該当する者についてはその者が第二十九条の四の規定により営業

を禁止される以前から、建設業者である当該個人の政令で定める使用人であつた者

を除く。）のあるもの 

 

（建設工事の請負契約の内容）  

第十九条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結に際して

次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しなければなら

ない。  

一 工事内容  

二 請負代金の額  

三 工事着手の時期及び工事完成の時期  

四 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするとき

は、その支払の時期及び方法  
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五 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一部

の中止の申出があつた場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負

担及びそれらの額の算定方法に関する定め  

六 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関

する定め  

七 価格等（物価統制令 （昭和二十一年勅令第百十八号）第二条 に規定する価格等

をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の変更  

八 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め  

九 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与すると

きは、その内容及び方法に関する定め  

十 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに

引渡しの時期  

十一 工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法  

十二 工事の目的物の瑕疵を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保

証保険契約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その内容  

十三 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金そ

の他の損害金  

十四 契約に関する紛争の解決方法  

２ 請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に掲げる事項に該当するものを変更す

るときは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付しな

ければならない。  

３ 建設工事の請負契約の当事者は、前二項の規定による措置に代えて、政令で定める

ところにより、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法であつて、当該各項の規定による措置に準ずる

ものとして国土交通省令で定めるものを講ずることができる。この場合において、当

該国土交通省令で定める措置を講じた者は、当該各項の規定による措置を講じたもの

とみなす。 

 

（指示及び営業の停止）  

第二十八条 国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を受けた建設業者が次の各号

のいずれかに該当する場合又はこの法律の規定（第十九条の三、第十九条の四及び第

二十四条の三から第二十四条の五までを除き、公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律 （平成十二年法律第百二十七号。以下「入札契約適正化法」とい

う。）第十三条第三項 の規定により読み替えて適用される第二十四条の七第四項 を

含む。第四項において同じ。）、入札契約適正化法第十三条第一項 若しくは第二項

の規定若しくは特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律 （平成十九年法律

第六十六号。以下この条において「履行確保法」という。）第三条第六項 、第四条第
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一項、第七条第二項、第八条第一項若しくは第二項若しくは第十条の規定に違反した

場合においては、当該建設業者に対して、必要な指示をすることができる。特定建設

業者が第四十一条第二項又は第三項の規定による勧告に従わない場合において必要が

あると認めるときも、同様とする。  

一 建設業者が建設工事を適切に施工しなかつたために公衆に危害を及ぼしたとき、

又は危害を及ぼすおそれが大であるとき。  

二 建設業者が請負契約に関し不誠実な行為をしたとき。  

三 建設業者（建設業者が法人であるときは、当該法人又はその役員）又は政令で定

める使用人がその業務に関し他の法令（入札契約適正化法 及び履行確保法 並びに

これらに基づく命令を除く。）に違反し、建設業者として不適当であると認められ

るとき。  

四 建設業者が第二十二条の規定に違反したとき。  

五 第二十六条第一項又は第二項に規定する主任技術者又は監理技術者が工事の施工

の管理について著しく不適当であり、かつ、その変更が公益上必要であると認めら

れるとき。  

六 建設業者が、第三条第一項の規定に違反して同項の許可を受けないで建設業を営

む者と下請契約を締結したとき。  

七 建設業者が、特定建設業者以外の建設業を営む者と下請代金の額が第三条第一項

第二号の政令で定める金額以上となる下請契約を締結したとき。  

八 建設業者が、情を知つて、第三項の規定により営業の停止を命ぜられている者又

は第二十九条の四第一項の規定により営業を禁止されている者と当該停止され、又

は禁止されている営業の範囲に係る下請契約を締結したとき。  

九  履行確保法第三条第一項 、第五条又は第七条第一項の規定に違反したとき。  

２ 都道府県知事は、その管轄する区域内で建設工事を施工している第三条第一項の許

可を受けないで建設業を営む者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、当

該建設業を営む者に対して、必要な指示をすることができる。  

一 建設工事を適切に施工しなかつたために公衆に危害を及ぼしたとき、又は危害を

及ぼすおそれが大であるとき。  

二 請負契約に関し著しく不誠実な行為をしたとき。  

３ 国土交通大臣又は都道府県知事は、その許可を受けた建設業者が第一項各号のいず

れかに該当するとき若しくは同項若しくは次項の規定による指示に従わないとき又は

建設業を営む者が前項各号のいずれかに該当するとき若しくは同項の規定による指示

に従わないときは、その者に対し、一年以内の期間を定めて、その営業の全部又は一

部の停止を命ずることができる。  

４ 都道府県知事は、国土交通大臣又は他の都道府県知事の許可を受けた建設業者で当

該都道府県の区域内において営業を行うものが、当該都道府県の区域内における営業

に関し、第一項各号のいずれかに該当する場合又はこの法律の規定、入札契約適正化
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法第十三条第一項 若しくは第二項 の規定若しくは履行確保法第三条第六項 、第四条

第一項、第七条第二項、第八条第一項若しくは第二項若しくは第十条の規定に違反し

た場合においては、当該建設業者に対して、必要な指示をすることができる。  

５ 都道府県知事は、国土交通大臣又は他の都道府県知事の許可を受けた建設業者で当

該都道府県の区域内において営業を行うものが、当該都道府県の区域内における営業

に関し、第一項各号のいずれかに該当するとき又は同項若しくは前項の規定による指

示に従わないときは、その者に対し、一年以内の期間を定めて、当該営業の全部又は

一部の停止を命ずることができる。  

６ 都道府県知事は、前二項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を、当

該建設業者が国土交通大臣の許可を受けたものであるときは国土交通大臣に報告し、

当該建設業者が他の都道府県知事の許可を受けたものであるときは当該他の都道府県

知事に通知しなければならない。  

７ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項第一号若しくは第三号に該当する建設業

者又は第二項第一号に該当する第三条第一項の許可を受けないで建設業を営む者に対

して指示をする場合において、特に必要があると認めるときは、注文者に対しても、

適当な措置をとるべきことを勧告することができる。 

 

別表第一 

木一式工事 土木工事業 

建築一式工事 建築工事業 

大工工事 大工工事業 

左官工事 左官工事業 

とび・土工・コンクリート工事 とび・土工工事業 

石工事 石工事業 

屋根工事 屋根工事業 

電気工事 電気工事業 

管工事 管工事業 

タイル・れんが・ブロツク工事 タイル・れんが・ブロツク工事業 

鋼構造物工事 鋼構造物工事業 

鉄筋工事 鉄筋工事業 

ほ装工事 ほ装工事業 

しゆんせつ工事 しゆんせつ工事業 

板金工事 板金工事業 

ガラス工事 ガラス工事業 

塗装工事 塗装工事業 

防水工事 防水工事業 

内装仕上工事 内装仕上工事業 

機械器具設置工事 機械器具設置工事業 
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熱絶縁工事 熱絶縁工事業 

電気通信工事 電気通信工事業 

造園工事 造園工事業 

さく井工事 さく井工事業 

建具工事 建具工事業 

水道施設工事 水道施設工事業 

消防施設工事 消防施設工事業 

清掃施設工事 清掃施設工事業 
 

 

 

４ 建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）（抜粋） 

（法第三条第一項 ただし書の軽微な建設工事）  

第一条の二 法第三条第一項 ただし書の政令で定める軽微な建設工事は、工事一件の請

負代金の額が建築一式工事にあつては千五百万円に満たない工事又は延べ面積が百五

十平方メートルに満たない木造住宅工事、建築一式工事以外の建設工事にあつては五

百万円に満たない工事とする。  

２～３ （略） 

 

 

５ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号） 

（一級建築士でなければできない設計又は工事監理）  

第三条 左の各号に掲げる建築物（建築基準法第八十五条第一項又は第二項に規定する

応急仮設建築物を除く。以下この章中同様とする。）を新築する場合においては、一

級建築士でなければ、その設計又は工事監理をしてはならない。  

一 学校、病院、劇場、映画館、観覧場、公会堂、集会場（オーデイトリアムを有し

ないものを除く。）又は百貨店の用途に供する建築物で、延べ面積が五百平方メー

トルをこえるもの  

二 木造の建築物又は建築物の部分で、高さが十三メートル又は軒の高さが九メート

ルを超えるもの  

三 鉄筋コンクリート造、鉄骨造、石造、れん瓦造、コンクリートブロツク造若しく

は無筋コンクリート造の建築物又は建築物の部分で、延べ面積が三百平方メート

ル、高さが十三メートル又は軒の高さが九メートルをこえるもの  

四 延べ面積が千平方メートルをこえ、且つ、階数が二以上の建築物  

２ 建築物を増築し、改築し、又は建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をす

る場合においては、当該増築、改築、修繕又は模様替に係る部分を新築するものとみ

なして前項の規定を適用する。  

 

（一級建築士又は二級建築士でなければできない設計又は工事監理）  
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第三条の二 前条第一項各号に掲げる建築物以外の建築物で、次の各号に掲げるものを

新築する場合においては、一級建築士又は二級建築士でなければ、その設計又は工事

監理をしてはならない。  

一 前条第一項第三号に掲げる構造の建築物又は建築物の部分で、延べ面積が三十平

方メートルを超えるもの  

二 延べ面積が百平方メートル（木造の建築物にあつては、三百平方メートル）を超

え、又は階数が三以上の建築物  

２ 前条第二項の規定は、前項の場合に準用する。  

３ 都道府県は、土地の状況により必要と認める場合においては、第一項の規定にか

かわらず、条例で、区域又は建築物の用途を限り、同項各号に規定する延べ面積

（木造の建築物に係るものを除く。）を別に定めることができる。  

 

（一級建築士、二級建築士又は木造建築士でなければできない設計又は工事監理）  

第三条の三 前条第一項第二号に掲げる建築物以外の木造の建築物で、延べ面積が百平

方メートルを超えるものを新築する場合においては、一級建築士、二級建築士又は木

造建築士でなければ、その設計又は工事監理をしてはならない。  

２ 第三条第二項及び前条第三項の規定は、前項の場合に準用する。この場合におい

て、同条第三項中「同項各号に規定する延べ面積（木造の建築物に係るものを除

く。）」とあるのは、「次条第一項に規定する延べ面積」と読み替えるものとする。 

 

 

６ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

第六条 建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増

築しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲

げる規模のものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規

模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を建築しようとする場合に

おいては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この法律並びに

これに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建

築物の敷地、構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定

で政令で定めるものをいう。以下同じ。）に適合するものであることについて、確認

の申請書を提出して建築主事の確認を受け、確認済証の交付を受けなければならな

い。当該確認を受けた建築物の計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除

く。）をして、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築

しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げ

る規模のものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模

の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げる建築物を建築しようとする場合も、

同様とする。  
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一 別表第一(い)欄に掲げる用途に供する特殊建築物で、その用途に供する部分の床

面積の合計が百平方メートルを超えるもの  

二 木造の建築物で三以上の階数を有し、又は延べ面積が五百平方メートル、高さが

十三メートル若しくは軒の高さが九メートルを超えるもの  

三 木造以外の建築物で二以上の階数を有し、又は延べ面積が二百平方メートルを超

えるもの  

四 前三号に掲げる建築物を除くほか、都市計画区域若しくは準都市計画区域（いず

れも都道府県知事が都道府県都市計画審議会の意見を聴いて指定する区域を除

く。）若しくは景観法 （平成十六年法律第百十号）第七十四条第一項 の準景観地

区（市町村長が指定する区域を除く。）内又は都道府県知事が関係市町村の意見を

聴いてその区域の全部若しくは一部について指定する区域内における建築物 

２～15 （略） 

 

（届出及び統計）  

第十五条 建築主が建築物を建築しようとする場合又は建築物の除却の工事を施工する

者が建築物を除却しようとする場合においては、これらの者は、建築主事を経由し

て、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、当該建築物又は当該

工事に係る部分の床面積の合計が十平方メートル以内である場合においては、この限

りでない。  

２ 前項の規定にかかわらず、同項の建築物の建築又は除却が第一号の耐震改修又は第

二号の建替えに該当する場合における同項の届出は、それぞれ、当該各号に規定する

所管行政庁が都道府県知事であるときは直接当該都道府県知事に対し、市町村の長で

あるときは当該市町村の長を経由して行わなければならない。  

一 建築物の耐震改修の促進に関する法律 （平成七年法律第百二十三号）第八条第一

項 の規定により建築物の耐震改修（増築又は改築に限る。）の計画の認定を同法第

二条第三項 の所管行政庁に申請する場合の当該耐震改修  

二 密集市街地整備法第四条第一項 の規定により建替計画の認定を同項 の所管行政

庁に申請する場合の当該建替え  

３ 市町村の長は、当該市町村の区域内における建築物が火災、震災、水災、風災その

他の災害により滅失し、又は損壊した場合においては、都道府県知事に報告しなけれ

ばならない。ただし、当該滅失した建築物又は損壊した建築物の損壊した部分の床面

積の合計が十平方メートル以内である場合においては、この限りでない。  

４ 都道府県知事は、前三項の規定による届出及び報告に基づき、建築統計を作成し、

これを国土交通大臣に送付し、かつ、関係書類を国土交通省令で定める期間保存しな

ければならない。  

５ 前各項の規定による届出、報告並びに建築統計の作成及び送付の手続は、国土交通

省令で定める。 
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７ 特定商取引に関する法律（昭和 51 年法律第 57 号）（抜粋） 

（訪問販売における書面の交付）  

第四条 販売業者又は役務提供事業者は、営業所等以外の場所において商品若しくは指

定権利につき売買契約の申込みを受け、若しくは役務につき役務提供契約の申込みを

受けたとき又は営業所等において特定顧客から商品若しくは指定権利につき売買契約

の申込みを受け、若しくは役務につき役務提供契約の申込みを受けたときは、直ち

に、主務省令で定めるところにより、次の事項についてその申込みの内容を記載した

書面をその申込みをした者に交付しなければならない。ただし、その申込みを受けた

際その売買契約又は役務提供契約を締結した場合においては、この限りでない。  

一 商品若しくは権利又は役務の種類  

二 商品若しくは権利の販売価格又は役務の対価  

三 商品若しくは権利の代金又は役務の対価の支払の時期及び方法  

四 商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期  

五 第九条第一項の規定による売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回又は売

買契約若しくは役務提供契約の解除に関する事項（同条第二項から第七項までの規

定に関する事項（第二十六条第三項又は第四項の規定の適用がある場合にあつて

は、同条第三項又は第四項の規定に関する事項を含む。）を含む。）  

六 前各号に掲げるもののほか、主務省令で定める事項  

 

第五条 販売業者又は役務提供事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、次項

に規定する場合を除き、遅滞なく（前条ただし書に規定する場合に該当するときは、

直ちに）、主務省令で定めるところにより、同条各号の事項（同条第五号の事項につ

いては、売買契約又は役務提供契約の解除に関する事項に限る。）についてその売買

契約又は役務提供契約の内容を明らかにする書面を購入者又は役務の提供を受ける者

に交付しなければならない。  

一 営業所等以外の場所において、商品若しくは指定権利につき売買契約を締結した

とき又は役務につき役務提供契約を締結したとき（営業所等において特定顧客以外

の顧客から申込みを受け、営業所等以外の場所において売買契約又は役務提供契約

を締結したときを除く。）。  

二 営業所等以外の場所において商品若しくは指定権利又は役務につき売買契約又は

役務提供契約の申込みを受け、営業所等においてその売買契約又は役務提供契約を

締結したとき。  

三 営業所等において、特定顧客と商品若しくは指定権利につき売買契約を締結した

とき又は役務につき役務提供契約を締結したとき。  

２ 販売業者又は役務提供事業者は、前項各号のいずれかに該当する場合において、そ

の売買契約又は役務提供契約を締結した際に、商品を引き渡し、若しくは指定権利を
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移転し、又は役務を提供し、かつ、商品若しくは指定権利の代金又は役務の対価の全

部を受領したときは、直ちに、主務省令で定めるところにより、前条第一号及び第二

号の事項並びに同条第五号の事項のうち売買契約又は役務提供契約の解除に関する事

項その他主務省令で定める事項を記載した書面を購入者又は役務の提供を受ける者に

交付しなければならない。  

 

（禁止行為）  

第六条 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契

約の締結について勧誘をするに際し、又は訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供

契約の申込みの撤回若しくは解除を妨げるため、次の事項につき、不実のことを告げ

る行為をしてはならない。  

一 商品の種類及びその性能若しくは品質又は権利若しくは役務の種類及びこれらの

内容その他これらに類するものとして主務省令で定める事項  

二 商品若しくは権利の販売価格又は役務の対価  

三 商品若しくは権利の代金又は役務の対価の支払の時期及び方法  

四 商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期  

五 当該売買契約若しくは当該役務提供契約の申込みの撤回又は当該売買契約若しく

は当該役務提供契約の解除に関する事項（第九条第一項から第七項までの規定に関

する事項（第二十六条第三項又は第四項の規定の適用がある場合にあつては、同条

第三項又は第四項の規定に関する事項を含む。）を含む。）  

六 顧客が当該売買契約又は当該役務提供契約の締結を必要とする事情に関する事項  

七 前各号に掲げるもののほか、当該売買契約又は当該役務提供契約に関する事項で

あつて、顧客又は購入者若しくは役務の提供を受ける者の判断に影響を及ぼすこと

となる重要なもの  

２ 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約又は役務提供契約の締結

について勧誘をするに際し、前項第一号から第五号までに掲げる事項につき、故意に

事実を告げない行為をしてはならない。  

３ 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約を

締結させ、又は訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回若しく

は解除を妨げるため、人を威迫して困惑させてはならない。  

４ 販売業者又は役務提供事業者は、訪問販売に係る売買契約又は役務提供契約の締結

について勧誘をするためのものであることを告げずに営業所等以外の場所において呼

び止めて同行させることその他政令で定める方法により誘引した者に対し、公衆の出

入りする場所以外の場所において、当該売買契約又は当該役務提供契約の締結につい

て勧誘をしてはならない。  

 

（合理的な根拠を示す資料の提出）  



- 51 - 

第六条の二 主務大臣は、前条第一項第一号に掲げる事項につき不実のことを告げる行

為をしたか否かを判断するため必要があると認めるときは、当該販売業者又は当該役

務提供事業者に対し、期間を定めて、当該告げた事項の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めることができる。この場合において、当該販売業者又は当該役

務提供事業者が当該資料を提出しないときは、次条及び第八条第一項の規定の適用に

ついては、当該販売業者又は当該役務提供事業者は、同号に掲げる事項につき不実の

ことを告げる行為をしたものとみなす。  

 

（指示）  

第七条 主務大臣は、販売業者又は役務提供事業者が第三条、第三条の二第二項若しく

は第四条から第六条までの規定に違反し、又は次に掲げる行為をした場合において、

訪問販売に係る取引の公正及び購入者又は役務の提供を受ける者の利益が害されるお

それがあると認めるときは、その販売業者又は役務提供事業者に対し、必要な措置を

とるべきことを指示することができる。  

一 訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約に基づく債務又は訪問販売に係る

売買契約若しくは役務提供契約の解除によつて生ずる債務の全部又は一部の履行を

拒否し、又は不当に遅延させること。  

二 訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の締結について勧誘をするに際

し、又は訪問販売に係る売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回若しくは解

除を妨げるため、当該売買契約又は当該役務提供契約に関する事項であつて、顧客

又は購入者若しくは役務の提供を受ける者の判断に影響を及ぼすこととなる重要な

もの（第六条第一項第一号から第五号までに掲げるものを除く。）につき、故意に

事実を告げないこと。  

三 正当な理由がないのに訪問販売に係る売買契約であつて日常生活において通常必

要とされる分量を著しく超える商品の売買契約の締結について勧誘することその他

顧客の財産の状況に照らし不適当と認められる行為として主務省令で定めるもの  

四 前三号に掲げるもののほか、訪問販売に関する行為であつて、訪問販売に係る取

引の公正及び購入者又は役務の提供を受ける者の利益を害するおそれがあるものと

して主務省令で定めるもの  

 

（業務の停止等）  

第八条 主務大臣は、販売業者若しくは役務提供事業者が第三条、第三条の二第二項若

しくは第四条から第六条までの規定に違反し若しくは前条各号に掲げる行為をした場

合において訪問販売に係る取引の公正及び購入者若しくは役務の提供を受ける者の利

益が著しく害されるおそれがあると認めるとき、又は販売業者若しくは役務提供事業

者が同条の規定による指示に従わないときは、その販売業者又は役務提供事業者に対

し、一年以内の期間を限り、訪問販売に関する業務の全部又は一部を停止すべきこと
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を命ずることができる。  

２ 主務大臣は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公表しなければならな

い。  

 

（訪問販売における契約の申込みの撤回等）  

第九条 販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等以外の場所において商品若しくは

指定権利若しくは役務につき売買契約若しくは役務提供契約の申込みを受けた場合若

しくは販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等において特定顧客から商品若しく

は指定権利若しくは役務につき売買契約若しくは役務提供契約の申込みを受けた場合

におけるその申込みをした者又は販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等以外の

場所において商品若しくは指定権利若しくは役務につき売買契約若しくは役務提供契

約を締結した場合（営業所等において申込みを受け、営業所等以外の場所において売

買契約又は役務提供契約を締結した場合を除く。）若しくは販売業者若しくは役務提

供事業者が営業所等において特定顧客と商品若しくは指定権利若しくは役務につき売

買契約若しくは役務提供契約を締結した場合におけるその購入者若しくは役務の提供

を受ける者（以下この条から第九条の三までにおいて「申込者等」という。）は、書

面によりその売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回又はその売買契約若しく

は役務提供契約の解除（以下この条において「申込みの撤回等」という。）を行うこ

とができる。ただし、申込者等が第五条の書面を受領した日（その日前に第四条の書

面を受領した場合にあつては、その書面を受領した日）から起算して八日を経過した

場合（申込者等が、販売業者若しくは役務提供事業者が第六条第一項の規定に違反し

て申込みの撤回等に関する事項につき不実のことを告げる行為をしたことにより当該

告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は販売業者若しくは役務提供事業者が

同条第三項の規定に違反して威迫したことにより困惑し、これらによつて当該期間を

経過するまでに申込みの撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該販売

業者又は当該役務提供事業者が主務省令で定めるところにより当該売買契約又は当該

役務提供契約の申込みの撤回等を行うことができる旨を記載して交付した書面を受領

した日から起算して八日を経過した場合）においては、この限りでない。  

２ 申込みの撤回等は、当該申込みの撤回等に係る書面を発した時に、その効力を生ず

る。  

３ 申込みの撤回等があつた場合においては、販売業者又は役務提供事業者は、その申

込みの撤回等に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。  

４ 申込みの撤回等があつた場合において、その売買契約に係る商品の引渡し又は権利

の移転が既にされているときは、その引取り又は返還に要する費用は、販売業者の負

担とする。  

５ 販売業者又は役務提供事業者は、商品若しくは指定権利の売買契約又は役務提供契

約につき申込みの撤回等があつた場合には、既に当該売買契約に基づき引き渡された
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商品が使用され若しくは当該権利の行使により施設が利用され若しくは役務が提供さ

れ又は当該役務提供契約に基づき役務が提供されたときにおいても、申込者等に対

し、当該商品の使用により得られた利益若しくは当該権利の行使により得られた利益

に相当する金銭又は当該役務提供契約に係る役務の対価その他の金銭の支払を請求す

ることができない。  

６ 役務提供事業者は、役務提供契約につき申込みの撤回等があつた場合において、当

該役務提供契約に関連して金銭を受領しているときは、申込者等に対し、速やかに、

これを返還しなければならない。  

７ 役務提供契約又は指定権利の売買契約の申込者等は、その役務提供契約又は売買契

約につき申込みの撤回等を行つた場合において、当該役務提供契約又は当該指定権利

に係る役務の提供に伴い申込者等の土地又は建物その他の工作物の現状が変更された

ときは、当該役務提供事業者又は当該指定権利の販売業者に対し、その原状回復に必

要な措置を無償で講ずることを請求することができる。  

８ 前各項の規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効とする。 

 

第七十条 第六条第一項から第三項まで、第二十一条、第三十四条第一項から第三項ま

で、第四十四条又は第五十二条第一項若しくは第二項の規定に違反した者は、三年以

下の懲役又は三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

 

 

８ 消費者契約法（平成 12 年法律第 61 号）（抜粋） 

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し）  

第四条 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者

に対して次の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認をし、それに

よって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消

すことができる。  

一 重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容が事実

であるとの誤認  

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来におけ

るその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変

動が不確実な事項につき断定的判断を提供すること。 当該提供された断定的判断

の内容が確実であるとの誤認  

２ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対

してある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者の利益となる

旨を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知に

より当該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）を故意に告げな

かったことにより、当該事実が存在しないとの誤認をし、それによって当該消費者契
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約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。た

だし、当該事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようとしたにもかかわらず、当

該消費者がこれを拒んだときは、この限りでない。  

３ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対

して次に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって当該消費者契約の申込み

又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。  

一 当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場所から

退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去しないこと。 

二 当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該消費者

が退去する旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該消費者を退去させ

ないこと。  

４ 第一項第一号及び第二項の「重要事項」とは、消費者契約に係る次に掲げる事項で

あって消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影響を及ぼす

べきものをいう。  

一 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの質、用途その他の

内容  

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの対価その他の取引

条件  

５ 第一項から第三項までの規定による消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の

取消しは、これをもって善意の第三者に対抗することができない。 

 

（事業者の損害賠償の責任を免除する条項の無効）  

第八条 次に掲げる消費者契約の条項は、無効とする。  

一 事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除する

条項  

二 事業者の債務不履行（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又は重

大な過失によるものに限る。）により消費者に生じた損害を賠償する責任の一部を

免除する条項  

三 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為に

より消費者に生じた損害を賠償する民法 の規定による責任の全部を免除する条項  

四 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為

（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又は重大な過失によるものに

限る。）により消費者に生じた損害を賠償する民法 の規定による責任の一部を免除

する条項  

五 消費者契約が有償契約である場合において、当該消費者契約の目的物に隠れた瑕

疵があるとき（当該消費者契約が請負契約である場合には、当該消費者契約の仕事

の目的物に瑕疵があるとき。次項において同じ。）に、当該瑕疵により消費者に生
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じた損害を賠償する事業者の責任の全部を免除する条項  

２ 前項第五号に掲げる条項については、次に掲げる場合に該当するときは、同項の規

定は、適用しない。  

一 当該消費者契約において、当該消費者契約の目的物に隠れた瑕疵があるときに、

当該事業者が瑕疵のない物をもってこれに代える責任又は当該瑕疵を修補する責任

を負うこととされている場合  

二 当該消費者と当該事業者の委託を受けた他の事業者との間の契約又は当該事業者

と他の事業者との間の当該消費者のためにする契約で、当該消費者契約の締結に先

立って又はこれと同時に締結されたものにおいて、当該消費者契約の目的物に隠れ

た瑕疵があるときに、当該他の事業者が、当該瑕疵により当該消費者に生じた損害

を賠償する責任の全部若しくは一部を負い、瑕疵のない物をもってこれに代える責

任を負い、又は当該瑕疵を修補する責任を負うこととされている場合 

 

 

９ 新成長戦略（平成 22 年６月 18 日閣議決定）（抜粋） 

（４）観光立国・地域活性化戦略 

～ストック重視の住宅政策への転換～ 

（中古住宅の流通市場、リフォーム市場等の環境整備） 

数世代にわたり利用できる長期優良住宅の建設、適切な維持管理、流通に至るシ

ステムを構築するとともに、消費者が安心して適切なリフォームを行える市場環境

の整備を図る。また、急増する高齢者向けの生活支援サービス、医療・福祉サービ

スと一体となった住宅の供給を拡大するとともに、リバースモーゲージの拡充・活

用促進などによる高齢者の資産の有効利用を図る。さらに、地域材等を利用した住

宅・建築物の供給促進を図る。 

これらを通じて、2020 年までに、中古住宅流通市場やリフォーム市場の規模を倍

増させるとともに、良質な住宅ストックの形成を図る。 

 

《21 世紀の日本の復活に向けた21 の国家戦略プロジェクト》 

Ⅳ．観光立国・地域活性化における国家戦略プロジェクト 

13．中古住宅・リフォーム市場の倍増等 

内需の要である住宅投資の活性化を促す。具体的には、これまでの新築重視の住

宅政策からストック重視の住宅政策への転換を促進するため、建物検査・保証、住

宅履歴情報の普及促進等の市場環境整備・規制改革、老朽化マンションの再生等を

盛り込んだ中古・リフォーム市場整備のためのトータルプランを策定する。 

また、省エネ・耐震・バリアフリー、長期優良住宅等の質の高い新築住宅の普及

促進を図るため、住宅エコポイント等に加え、住宅等のネット・ゼロ・エネルギー

化に向けた新たな省エネ基準を策定する。さらに、建築基準法の見直しやリバース
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モーゲージの活用促進を図る。これにより、新たな成長産業としての住宅市場の活

性化を図るとともに、「二地域居住」など生活の質の向上を実感する新たなライフ

スタイルの変革を促す。 

これにより、中古住宅流通市場・リフォーム市場を20 兆円まで倍増を図るととも

に、ネット・ゼロ・エネルギー住宅を標準的な新築住宅とすることを目指す。 

 

 

10 住生活基本計画（全国計画）（平成 23 年３月 15 日閣議決定）（抜粋） 

第２ 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標並びにその達成のために必要な基

本的な施   策 

目標３ 多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備 

① 既存住宅が円滑に活用される市場の整備 

既存住宅流通市場及びリフォーム市場に関する情報不足等による消費者の不安を

解消し、併せて、合理的な価格査定を促進すること等により、既存住宅の活用を図

る。 

【指標】 

［循環型市場の形成］ 

  （略） 

［リフォーム市場の整備］ 

・リフォーム時に瑕疵担保責任保険に加入した住宅の全リフォーム実施戸数・棟

数に占める割合【0.2%(注）→10%(平32）】（注）平成22 年４月から12 月までの

数値。 



 

 

 

 

 

関 連 資 料 

 
  

○ 消費者への一元的対応のイメージ 

 

 ○ 納税通知書等による周知のイメージ 

 

 ○ 特定商取引法における訪問販売に係る規制と建設業法に

おける規制との比較表 

資料２ 



 

 



※必要に応じ、
相互に紹介・
情報共有

※必要に応じ、
相互に紹介・情報共有

市町村の
相談窓口

都道府県の
相談窓口

１．お住まいの地域の窓口へのご相談希望
２．事業者選びのご相談 ３．見積書の見方などのご相談
４．弁護士や建築士へご相談希望 ５．オペレーターへつなぐ場合

郵便番号を入力 「xxx‐xxxx」

お住まいの地域の相談窓口
（財）住宅リフォーム
紛争処理支援センター

「○○県窓口を選択される方は１を、
△△市窓口を選択される方は２を・・・」

各種相談

見積チェックサービス

無料専門家相談

２

消費生活センター

３ ４ ５

１

消費者への一元的対応のイメージ

≪消費者への一元的対応のイメージ例≫

国、地方自治体、関連団体等の住宅
リフォームに関する施策や、価格など
消費者の判断の参考となる情報国土交通省

-5
9
-



納税通知書等による
周知のイメージ

≪納税通知書等による周知のイメージ例≫

（納税通知書封筒・表）

（納税通知書封筒・裏）-6
0
-



指　示
業務停
止命令

指　示
業務停
止命令

指示
営業の停
止

許可
業者

無許可
業者

７条 ８条 ７条 ８条 28条 28条

氏名等の明示 ３ ○ ○ ３ ○ ○

再勧誘の禁止 ３の２ ○ ○ ３の２ ○ ○

見積書の交付義務（努力義務） 20 × × ○ ×

書面の交付義務 ４、５ ○ ○ 19 ○ × ○ ○
（不交付、虚偽記載、不備記載等）

不実告知 ６（１） ○ ○

故意の事実不告知 ６（２） ○ ○

威迫、困惑 ６（３） ○ ○

公衆の出入りしない場所での勧誘 ６（４） ○ ○

履行拒否・遅延 ７① ○

故意の事実不告知
（６（1）①～⑤に掲げるものを除く）

７② ○

過量販売 ７③ ○

迷惑を覚えさせる仕方での勧誘又は解除妨害
７④
規７①

○

老人等の判断力の不足に乗じた契約締結
７④
規７②

○

報告徴収 66(1) 31 ○ ○
立入検査 66(1) 31 ○ ○

処分 規制の適用

特定商取引法における訪問販売に係る規制と建設業法における規制との比較表

主な規制

訪　　問　　販　　売
（法26条（5）に規定
するものを除く。）

請求による訪問販売
（法26条（5）に規定）

建　　設　　業　　法

特商法
の条文

処分
特商法
の条文

処分
建設業
法の
条文

※ は、特商法で指示・業務停止の処分を受けた場合、建設業法上も同種の処分の対象となることを表す。（指導監督指針（平成17年９月30日国総建第160号通知））

-6
1
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